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先進国 ： 「安全が立証されていないから規制」
日  本 ： ｢危険が立証されていないから規制しない｣
1.地球環境問題・・・地球温暖化、オゾン層破壊、海洋汚染、森林破壊、環境ホルモン等々これらは、一般に知られているもはるかに深刻・・・まずは事実を知り、できることから実践！ 

【海洋汚染・環境ホルモン・ダイオキシン汚染】
●環境ホルモンの影響
・日本近海の鯨、イルカは世界一のダイオキシン汚染
・フロリダのワニ、カモメの減少、イルカ・アザラシの生殖障害・大量死、
･鯉の減少、巻き貝のメスのオス化、（鹿児島湾奥では１００％の異常発生率）
   貝類から哺乳類まで多種生物に影響　→　絶滅の危機
・人間への影響　胎児の奇形、死産、生殖機能の低下・異常、精神不安定
　　（凶暴化、キレる・ムカつく）、発ガン性、子宮内膜症、アトピー・アレルギーなど　

　　
●環境ホルモンの原因となる化学物質
  ・現在判明しているのは、約７０～１００種類→研究とともに増えつつある
   農薬、殺虫剤、防虫剤、ＤＤＴ、ＰＣＢ、ダイオキシン、トリブチルスズ、プラスチック製品・容器

（スチレン）、哺乳瓶、食器（ビスフェノール）、塩ビの玩具・ラップ・バッグ･サンダル・傘等々（フタル酸エステル）、合成洗剤、酸化防止剤、防腐剤、殺菌剤等々
  ・廃棄物埋立処分場からの侵出水からも３０種以上の環境ホルモンを検出
  ・ダイオキシンは、塩素系のビニールやプラスチック、塩分を含んだ生ゴミ等を低温で燃やす

大量に発生する、また紙を燃やしても微量発生する

●これまでの毒物と異なる点
・非常に微量で影響する（５０ｍプールに目薬１滴程度：１０億分の１）
・胎児への影響が大きい ・生物濃縮により食物連鎖の上位の生物ほど影響が大きい　　　　　　　　（プランクトン：５００倍→エビ：４万倍→小魚：８０万倍→大魚：２８０万倍→カモメ：２５００万倍）

●私たちにできること　　　４Ｒ
・基本は、　やめる・断る・使わない(Ｒｅｆｕｓｅ)、　　　　減らす（Ｒｅｄｕｃｅ）

再利用・リターナブル容器（Ｒｅｕｓｅ）　　　再資源化・リサイクル（Ｒｅｃｙｃｌｅ）
・プラスチック、塩ビ製品の使用をさける（食器・おもちゃ）　

・合成洗剤を使用しない

・無農薬有機作物を選ぶ　

・酸化防止剤、防腐剤の加工食品を避ける
・ゴミになる物（使い捨て商品、むだなモノ、過剰包装）を買わない　　

・魚類、肉類（脂肪分）をできるだけ避ける　　　・野焼きをしない

【地球温暖化】

●地球温暖化の影響予測

大気中の二酸化炭素、フロン、メタンなどは保温効果があり、濃度が上がると地球の平均気温が上昇する。国連ＩＰＣＣは「二酸化炭素増加のため地球の平均気温は１００年後、最大で約６度上昇、この影響で海面は約１ｍ上昇、４０カ国以上の国土の大半が水没｡

日本では、平均気温の２倍、北極、南極では平均気温の５～１０倍の温度上昇が予測されている。　　

・またＩＰＣＣは、２００１年２月に ２０２５年の温暖化による影響予測を発表、
「２０２５年には南極の氷床の崩壊により５メートル前後の海面上昇など急激かつ大規模な影

響で５０億人分の水不足の恐れがある」と言及している。

現在発表されている海面上昇予測は、８８センチ。これには南極（世界の氷の９０％）とグリーンランドの氷床の異変は考慮されていない。
・農業生産にも大打撃が予測され、２０２０年には世界の主要穀物の栽培適地が、半減化する可能性が高いと発表。（農水省）　

・低地の水没、異常気象による農業被害、世界的な食糧危機へ

（日本の食料自給率４０％　　・　　食糧（穀物）自給率２７％）

日本の穀物自給率は世界でも最低クラス　輸入によって見えなくなっている・・・

フードマイレージ（食料輸入量×輸入距離）世界最悪！２位の韓国アメリカの約３倍

    食糧危機が来たら真っ先に破綻してしまう・・・
２１世紀最初の新聞のトップニュース『政府が食糧危機マニュアル作成』
　　　国内の異常気象による不作や主要生産国・輸出国の不作、地域紛争による貿易の混乱を想定して、 輸入が途絶えた場合は、花・野菜などの栽培農地をイモ類に転換、最悪時には、ゴルフ場も農地として活用すると発表。

・マラリアなどの感染病、熱射病の増加

●二酸化炭素増大の原因、

二酸化炭素・フロン・メタン・窒素化合物などの温室効果ガスの増大

二酸化炭素の排出量は、経済レベル、生活レベルに比例

電気、ガス、自動車、灯油等のエネルギー消費

先進国のエネルギー消費（途上国の１０倍以上）
  　 日本は、１９６０年と比べると電気使用量は２０倍、　自動車は５０倍に増加

　　  １人当たりの家庭でのエネルギー消費量（二酸化炭素排出量）世界一は誰？

●私たちにできること
早急に二酸化炭素の排出を６０～８０％削減しなければならないと警告

・一家団らんが最大の節約　一緒に食事、一緒にお風呂、一緒に過ごす
・省エネ　冷暖房を半分に・お風呂も２日に１回に・待機電力をなくす
・自動車の利用を減らす（公共交通機関・自転車・徒歩・アイドリングストップ）

・新エネルギーの導入（太陽光発電・太陽熱利用・風力・ハイブリッドカーなど）

・４Ｒが基本・（できるだけ）買わない、使わない、捨てない、再利用、再資源化
　　

【オゾン層の破壊】
●オゾン層とは

地上２０㎞程上空に霞状に広がっていて、地球を覆っている。  太陽光線には、生物にとって有害な紫外線（ＵＶ－Ｂ）が含まれているが、オゾン層はその大部分を吸収してくれる。

●有害な紫外線の影響
・オゾン層がなくなると、全ての陸上生命は死滅する。
・オゾン層が１０％減ると、皮膚ガンが２６％増えると言われてる（国連ＵＮＥＰ発表）

『紫外線５分でＤＮＡに損傷、人の皮膚で初検出』東大教授発表（宮崎日々新聞98/10/1）具体的には、免疫力の低下や白内障、皮膚ガンが増加。
・農作物では、紫外線の影響を受けやすい稲や大豆に生育障害が出て、収穫量減少。

・海中では、紫外線で植物性プランクトンが激減、結果的に漁獲高がダウンにつながる。

●オゾン層破壊の原因
・フロンガスや臭化メチル、フロンガスは、冷媒用として冷蔵庫やエアコンに使用されている（全体の５０％以上） 他に工場の洗浄剤やベッドやソファー、断熱材の発泡ウレタン等の発泡剤としても使用されている。（建築物の解体が今後の問題）
・フロンガスは大気に出て、オゾン層に到達するのに およそ２０年かかる。
今のオゾン層破壊は、世界中で１９８０年頃までに捨てられた影響。

●私たちにできること
・多くの先進国では、テレビや新聞の天気予報で、直射日光を浴びることを警告している。
・自分や家族の身を守る（つばの広い帽子・長袖・日焼け止め・サングラス）
  ・フロン製品を買わない。　　・メーカーや販売店にノンフロン製品を求める。
・幼稚園、小・中学校に紫外線対策を呼びかける（南九州は特に危険）

★環境省は、２００６年に『紫外線保健指導マニュアル』の改訂版を発表した。

　　　　　　http://www.env.go.jp/chemi/uv/uv_manual.html
★気象庁の紫外線情報　　http://www.jma.go.jp/jp/uv/
	◆地球環境フォーラム鹿児島　　０９９－２６４－６６９６   Fax０９９－２６４－６７８３
　　  鹿児島市山田町３４６２     入会金１０００円　郵便振替：０２０７０－３－２０３９９

　　★ホームページ：http://eco-kagoshima.org/ ぜひご覧下さい！


2．環境調和型経営の時代

（１）地球環境の実態は一般に知られているよりもはるかに深刻　２０２５年には？

　　　日本・・・、私たちの日常が大きな原因・・・　　　

　　　　　　　　　地球温暖化　　食糧問題　　海洋汚染　化学物質汚染（環境ホルモン）

　　　　　　　　　オゾン層破壊  廃棄物問題 　森林破壊　など

（２）経営と環境は切り離せない　　経営計画と環境問題改善計画を一致させて考える　

　　　ＩＳＯ１４００１（環境マネジメントシステム）の導入で自社の経営管理をする

　　　ＩＳＯ１４００１とは　「汚染の予防と環境保全の事業活動のしくみ」

環境マネジメントシステムの本質は、地域密着で循環型社会づくりに貢献する企業の

積極的な経営戦略なのです。
①まず地球環境、地域環境の実態、原因を知る   →  経営理念の転換
      　　地球温暖化・オゾン層破壊・森林破壊・廃棄物問題・食糧問題・環境ホルモン等
②事業における環境への影響を把握（プラス面＆マイナス面）  
　　　　 　 通常操業時、非通常時、緊急事態を想定し、投入資源・燃料・製造工程、製品、

サービス、廃棄物、営業、事務、開発等の業務にどのような環境との関わりがどの

程度あるのか洗い出し、評価する。　　　著しい環境側面の特定　　　
③守るべき環境関連法規制の特定
④環境方針の作成　【事業分野の定義付け・自社の存在意義・使命感の確立】
⑤【中期経営ビジョン（顧客構造・商品分野・組織・処遇面・財務体質）を鮮明に描く】
⑥環境に関する経営課題に対して環境目的・目標の設定【⑤に対する目標の設定】
  ⑦目標達成のための具体的な行動計画の作成（責任者・具体的手段・スケジュール）
      ⑧運用管理（具体的な作業のルール化や管理方法）の仕組み作り（含む緊急時対応）
      ⑨役割の明確化（責任と権限）と確実な伝達

⑩従業員レベルアップの仕組みづくり、教育・訓練計画の作成
      ⑪計画の実施・運用・記録・監視
      ⑫内部監査の実施　→　不適合の是正
⑬経営者による見直しの実施  →　②へ　〔継続的改善〕
●環境マネジメントシステム導入のメリット
　　　　・経営体質の改善　・従業員の意識改革、レベルアップ
　　　　　（営業力強化・商品力向上・コストダウン・財務体質改善など）
　　　　・環境保全への貢献　（汚染の予防・資源の節約・廃棄物の削減など）
　　　　・自治体、顧客、消費者からの支持が得られ、イメージアップ、関係改善など

●デメリット：　審査、認証登録、監査、コンサルタント・・・費用が高額

●成果の期待できる環境マネジメントシステムにするためには！？

　①環境側面の抽出に環境に有益な（プラス）側面をどれだけ創造するか

②有益な（プラス）側面にどのような環境目的・目標を設定するか

｛営業の環境目標が売上目標にどこまでリンクしているか｝

③従業員個々の能力把握と能力向上のしくみが形成されているか


